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一 般 会 計 予 算





　令和７年度道央廃棄物処理組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ　７２４，１４９千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」

令 和 ７ 年 度 道 央 廃 棄 物 処 理 組 合 一 般 会 計 予 算

　による。
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1 分担金及び負担金 633,620

1 負担金 633,620

2 繰越金 500

1 繰越金 500

3 諸収入 90,029

1 預金利子 1

2 雑入 90,028

724,149

1 議会費 542

1 議会費 542

2 総務費 30,573

1 総務管理費 30,307

2 監査委員費 266

3 衛生費 603,330

1 清掃費 603,330

4 公債費 89,204

1 公債費 89,204

5 予備費 500

1 予備費 500

724,149歳 出 合 計

　第１表　歳入歳出予算

　歳　入

　歳　出

款 項 金 額

款 項

歳 入 合 計

金 額

（単位：千円）

（単位：千円）
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書



１　総　括

　　（歳　入）

　　（歳　出）

国　道
支出金

地方債 その他

１　議会費 542 545 △ 3 542

２　総務費 30,573 33,624 △ 3,051 18 30,555

３　衛生費 603,330 894,915 △ 291,585 90,000 513,330

４　公債費 89,204 42,761 46,443 89,204

５　予備費 500 500 0 500

歳 出
合 計 724,149 972,345 △ 248,196 0 0 90,018 634,131

１　分担金及び負担金 633,620 802,155 △ 168,535

３　諸収入

２　繰越金 500 500 0

90,029 60,024 30,005

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

（単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

歳　入　合　計 724,149 972,345 △ 248,196

（単位：千円）

款
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般
財 源

△ 50,666

〇　組合債 0 59,000 △ 59,000

〇　国庫支出金 0 50,666
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歳　　　　入



２　歳　入

633,620 802,155 △ 168,535

633,620 802,155 △ 168,535

633,620 802,155 △ 168,535

500 500 0

500 500 0

500 500 0

90,029 60,024 30,005

1 1 0

1 1 0

90,028 60,023 30,005

　1　預金利子 90,028 60,023 30,005

0 50,666 △ 50,666

0 50,666 △ 50,666

0 50,666 △ 50,666

0 59,000 △ 59,000

0 59,000 △ 59,000

0 59,000 △ 59,000

724,149 972,345 △ 248,196

款
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　較項

目

　1　預金利子

　1　市町負担金

　3　諸収入

　1　預金利子

　1　負担金

　1　分担金及び負担金

歳 入 合 計

　2　繰越金

　1　繰越金

　1　繰越金

 〇　組合債

　〇　組合債

　〇　衛生債

 〇　国庫支出金

　〇　国庫補助金

　〇　衛生費補助金

　2　雑入

　1　雑入

6



1 市町負担金 633,620 市町負担金　規定より　11,416千円減

市町名 本年度予算額 前年度予算額 比 較

千 歳 市 348,283 426,324 △ 78,041

北広島市 163,938 196,701 △ 32,763

南 幌 町 25,630 29,535 △ 3,905

由 仁 町 17,669 27,616 △ 9,947

長 沼 町 23,892 36,370 △ 12,478

栗 山 町 54,208 85,609 △ 31,401

計 633,620 802,155 △ 168,535

△ 326

1 前年度繰越金 500 前年度繰越金

1 預金利子 1 預金利子

1 雇用保険掛金収入 （ 18 雇用保険被保険者掛金

2 公有財産使用料 （ 10 自動販売機設置使用料

3 電力売払収入 90,000 余剰電力売払収入

（単位：千円）

節

説　　　　　　　　　明

区　　分 金　額

500

1

10

90,000

18
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歳　　　　出



542 545 △ 3

542 545 △ 3

30,573 33,624 △ 3,051 18

30,307 33,337 △ 3,030 18

特 定 財 源

　1　議会費 542 545 △ 3

　2　総務費

　1　総務管理費

３　歳　出

款
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本年度予算額の財源内

目 国道支出金 地 方 債 そ の 他

　1　議会費

　1　議会費

項

　1　一般管理費 30,258 33,286 △ 3,028 18
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補正後

542

542

議会運営経費

　議員報酬 300

　議員公務災害補償等組合負担金 104

　議員費用弁償 138

30,555

30,289

職員雇用経費

　会計年度任用職員報酬 1,747

　会計年度任用職員手当等 670

　会計年度任用職員共済費 490

　会計年度任用職員費用弁償 190

　会計年度任用職員健康診断 24

　北海道市町村職員福祉協会負担金 2

事務局運営経費

　職員旅費 389

　管理者交際費 50

　消耗品費 382

　燃料費 192

　コピー料 872

　食糧費 85

　通信運搬費等 1,012

　その他手数料 2

　火災保険料 3,027

　自動車保険料 78

　地方公会計財務書類作成委託料 220

　事務用機器リース料 32

　車両リース料 691

　その他使用料及び賃借料 874

　備品購入費 213

　会議・研修等負担金 219

　派遣職員給与等負担金 17,736

26,074
9

1,766

4,969

220

1,597

213

交際費

10 需用費

11 役務費

12 委託料

50

備品購入費

542
300

4 共済費 104

8

報酬

8 旅費

13
使用料及び
賃借料

17

3,123

一般財源
区　　分

1 報酬542

（単位：千円）

訳 
節

説　　　　　　　　　明

金　額

旅費 138

30,240 1 1,747

579

3 職員手当等 670

4 共済費 490

18
負担金、補助
及び交付金

17,957
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603,330 894,915 △ 291,585 90,000

603,330 894,915 △ 291,585 90,000

　事業費

　3　衛生費

　1　清掃費

　1　廃棄物処理
603,330 894,915 △ 291,585 90,000

本年度予算額の財源内

　2　監査委員費

△ 2

266 △ 21

　1　監査委員費 266 287 △ 21

款
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較項

目 国道支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

　2　公平委員会費

287

49 51
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広報作成配布経費

　消耗品費 235

　広報折込、配布手数料 826

公平委員会運営経費

　委員報酬（3人） 30

 　北海道市町村総合事務組合負担金 8

　費用弁償 11

監査事務経費

　委員報酬（2人） 170

　北海道市町村総合事務組合負担金 5

　費用弁償 81

　会議・研修等負担金 10

513,330

513,330

　委員謝金 315

　費用弁償 198

　職員旅費 178

　損害保険料 53

8,722

　高速道路使用料 11

　消耗品費 118

6,832

12,869

3,300

570,734

1,061

報償費 315

需用費 118

　焼却施設管理運営モニタリング委託料

　防鳥ネット取付業務委託料

委託料 602,457
維持管理費

旅費 376

最終処分場事業費

　焼却灰運搬委託料

負担金、補助
及び交付金

1

4

8

18

　焼却施設管理運営委託料

49

説　　　　　　　　　明

（単位：千円）

9,477

金　額

11

513,330

訳 

266

170

5

81

節

49

266

53

13
使用料及び
賃借料

11

7

10

12

8

役務費

区 分
一般財源

　 最終処分場建設候補地3次選定資料作成業務委託料

593,853

266

10

1 報酬 30

4 共済費

8 旅費

8

11

報酬

共済費

旅費
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89,204 42,761 46,443

89,204 42,761 46,443

500 500 0

500 500 0

724,149 972,345 △ 248,196 0 0 90,018

前 年 度
予 算 額

目 国道支出金 地 方 債 そ の 他

　1　元金

　2　利子 29,843 29,833 10

　4　公債費

　1　公債費

59,361

比 較

本年度予算額の財源内

項 特 定 財 源

歳 出 合 計

　1　予備費

　5　予備費

　1　予備費 500 500 0

12,928 46,433

款
本 年 度
予 算 額
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89,204

89,204

59,361

29,843

500

500

500

634,131

29,843
起債償還金利子

（単位：千円）

起債償還金元金 59,361

　起債償還金利子

29,843

節
説　　　　　　　　　明

区 分 金　額

22

22
償還金、利子
及び割引料

償還金、利子
及び割引料

59,361

訳 

一般財源

29,843

59,361

500 予備費

 　予備費
500

　起債償還金元金
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給 与 費
１　特　別　職

給

備考 １　長等は、管理者、副管理者をいう。
２　その他の特別職欄には、地方公務員法第３条第３項第１号の議会の選挙、
　　（監査委員２名、公平委員会委員３名）

２　一　般　職

（１）　総　括

 　　 短い職員の外数である。

給 与

その他の特別職

計

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較
0

0

長等

議員 0

職 員 数

（人）

報　　酬

（千円）

給　　料

（千円）

計 20

比 較

職員手当

（千円）

給　　料

（千円）

0

0

0

670

576

94

報　　酬

（千円）

1,747

1,535

212

区　　分

議員

その他の特別職

計

長等

議員

その他の特別職

本年度

前年度

長等

20

15

300

200

500

15

5

5

0

300

200

500

0

0

期末手当（千円）

年間支給率（月分）

通勤手当

（千円）

0

備考　職員数の（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当たりの

職 員 数

（人）

（1） 0

（1） 0

（0） 0

職員手当

の内訳

区　分

本年度

前年度

比　較

扶養手当

（千円）

管理職手当

（千円）

特殊勤務手当

（千円）

0

0

住居手当

（千円）
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明 細 書

与 費

議決及び同意を必要とする委員に限定した。

計

（千円）

300

（千円）

共 済 費 合　　計

（千円）

備考

300 104

（千円）

寒冷地手当 その他の手当

（千円）

500

0 00

404

200 13 213

500 117 617

117 617

213

104 404

200 13

費

備　　考

0

0

0

00

共 済 費

（千円）

490

409

合 　計

（千円）

2,907

2,520

0

計

（千円）

2,417

2,111

通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し

306 81 387

（千円）

寒冷地手当

（千円）

合　計

（千円）（千円）

670

576

94

（千円）

期末勤勉手当 児童手当 時間外勤務手当 宿日直手当 退職手当

（千円）

0

0

0

670

576

94

（千円）
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

　　 ２　職員数の（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当た

　　　　 比し短い職員の外数である。

通勤手当 住居手当

（千円） （千円）

本 年 度

区 分
職 員 数

（人）

報　　酬

（千円）

給　　料

（千円）

職員手当

本年度

前 年 度

比 較

職員手当

の内訳

区　分
扶養手当 管理職手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円）

前 年 度

比 較

本 年 度

区 分

比　較

備考 この表は、給料をもつて支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支

前年度

本年度 0

212 0 94（0） 0

区　分
扶養手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住居手当

備考 １　この表は、報酬又は給料をもつて支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係

職員手当

の内訳

比　較 0

前年度 0

給 与

（千円）

職 員 数
給 与

報　　酬 給　　料 職員手当

（人） （千円） （千円） （千円）

1,747 0 670

1,535 0 576

（1） 0

（1） 0
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（千円） （千円） （千円）

児童手当 時間外勤務手当 宿日直手当 退職手当

（千円） （千円） （千円）

寒冷地手当 期末勤勉手当

弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものを記載する。

共 済 費

合　計

（千円） （千円） （千円）

寒冷地手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外勤務手当 宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

退職手当

る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものを記載する。

9494 0

576

費

費

計

（千円）

共 済 費

（千円）

合 　計

（千円）

備　　考

合 　計
備　　考計

（千円） （千円） （千円）

合　計

（千円）

りの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に

2,417 490 2,907

2,111 409 2,520

306 81 387

0 576

670670 0
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（２）　給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

　ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

報　　　酬 212
212 給与改定制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区　　分
級

（人） （％）
級

（人） （％）

級

級

級

級

級

給　　　料

区分 増減額（千円）

94

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

職員手当等

（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和6年10月1日現在

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

（円）

高 校 卒

大 学 卒

制度改正

その他の増減分

備考説明

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

増減事由別内訳 （千 円）

94

制度改正に伴う増減分

区　　　　分

令和5年10月1日現在

平均給料月額 （円）

一般行政職 技能労務職

区 分
一般行政職 技能労務職

一般行政職(円) 技能労務職(円)

国　の　制　度

（円）

平 均 年 齢 （歳）

計

平均給与月額

令和6年10月1日現在

職 員 数 構 成 比

級

職 員 数 構 成 比

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

級

級

計計

区 分

一 般 行 政 職

１ 級 ２ 級 ３ 級

級

計計

令和5年10月1日現在

級

級

級

４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級
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　エ　昇　給

　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　特殊勤務手当

　ク　その他の手当

備考 （３）給料及び職員手当の状況は、会計年度任用職員以外の職員について記載する。

職　　員　　数 (Ａ）

昇給に係る職員数 (Ｂ）

号給数別内訳

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

代 表 的 な 職 種
合 計

４号給

（人）

（人）

（人）

（人）

区　　　　　分

（人）

（人）本

年

度

比率（Ｂ）／（Ａ） （％）

号給数別内訳

(Ａ）

１号給

２号給

３号給

(Ｂ）昇給に係る職員数

職　　員　　数

前

年

度

（人）

（人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

備　　考
支 給 率 計

国の制度

４号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ） （％）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
区 分

本 年 度

前 年 度

支 給 期 別 支 給 率

６月 (月分) 12月 (月分)  (月分)

備　考
そ の 他 の

加算措置等
区　　分

国の制度

 (月分)  (月分)  (月分)

20年 25年 35年
勤続の者 勤続の者 勤続の者 最高限度額

 (月分)

(支給率等)

支給率等

区 分

（％）

支給対象職員の比率 （％）

給料総額に対する比率

（令和　 年　　月　　日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

代 表 的 な 職 種

差 異 の 内 容

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

国の制度との異同
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令和４年度 焼却施設管理運営事業
令和４年度から
令和２５年度まで

13,054,800

令和５年度末
現在高

令和７年度末
現在高見込額
(A)＋(B)-(C）

焼却施設建設
事　 業　 債

5,112,280 5,158,352 0 59,361 5,098,991

区　　分

令和７年度中増減見込

令和７年度中
起債借入見込額

（B）

令和７年度中
元金償還見込額

（C）

令和６年度末
現在高見込額

（A）

（単位：千円）

　地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末
　及び令和７年度末における現在高の見込みに関する調書

令和６年度 焼却施設管理運営事業
令和７年度から
令和２５年度まで

210,862

債務負担行為で令和８年度以降にわたるものについての令和６年度末までの
支出額又は支出額の見込み及び令和７年度以降の支出予定額等に関する調書

債務負担行為の内容

限度額設定年度 事　　　　項 期　間
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10,608,76813,054,800

（単位：千円）

210,862 令和６年度 0
令和７年度

～
令和２５年度

一般財源

左の財源内訳

特定財源

国庫支出金 地方債

債務負担
行 為 額

その他

令和６年度末までの
支出（見込）額

期　間 金　額

210,862

実績及び見込み

令和７年度以降の
支出予定額

期　間 金　額

210,862

令和６年度 736,032
令和７年度

～
令和２５年度

12,318,768 1,710,000
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